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8月の動向 
  

 

    

８月２１日（木） 「２０２５きたみ技能まつり」第２回実行委員会 

８月２６日（火） 令和７年 北見建協 第３回安全パトロール 

 

8 月 29 日（金） 第 8 回 理事会  14：00  

 

 

 

 

 

▼連日猛暑が続いた。先月 24 日は道内観測史上 2 番目の 39 度を記録

した。暑さ対策に現場の作業を中止した会社も多くあったそうだ。賢

明な判断だ。▼参議院選挙は２０日に投開票が行われ、与党（自民・

公明）が大幅に議席を減らし、石破首相が勝敗ラインとした非改選を

含めての過半数を確保できなかった。にもかかわらず、衆院選、都議選、今回の参院選と３連敗

の石破総理は続投を表明した。国民が NO と言っているのだからその責任を取り辞任が普通だが、

石破おろしの声が大きくなる中、なんだかんだ屁理屈を付けて居座っている。自分のことしか頭

にないように見える。厚顔無恥としか言いようがない理解不能な人間だ。こんなことしていたら

増々日本が壊れていく。▼2025 年の参議院選挙は、単なる議席数の増減に留まらず、戦後日本の

政治体制そのものを大きく揺るがす選挙であったと言える。国民は投票を通じて、この歴史的な

転換点に立ち会っているのだ。果たして、日本の政治はどのような新たな局面を迎えるのだろう

か。                                      （郷記） 

 

 

 

 

Kensetsu News 
 

 

 

2025/07/02 国交省／経審改正で方向性、技能者を大切にする自主宣言企業に加点 

【建設工業新聞 07 月 02 日 1 面記事掲載】 

国土交通省は１２月までの改正建設業法の全面施行に合わせ実施する経営事項審査（経審）の

改正の方向性をまとめた。適正な労務費の見積もりや技能者の処遇改善に取り組む企業を可視化

するため年末までに創設する「技能者を大切にする企業」の自主宣言状況を加点項目として新設。
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災害復旧に使用する建設機械の保有状況を加点する仕組みで、能登半島地震での活用実績を踏ま

え加点対象となる建機の種類を拡大する。 

 いずれも「Ｗ点（その他の審査項目〈社会性等〉）」の評価項目で対応する。自主宣言企業への

加点は、建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）上の就業履歴蓄積の体制整備状況を加点する

仕組みの配点見直しで措置する。体制整備を民間工事を含む全現場で行う企業の配点を１５点か

ら１０点、全公共工事で行う企業の配点を１０点から５点に変更。減らした分の５点を自主宣言

企業への加点に充てる。 

 

 建機の保有状況は現状で９種類の建機を１５点の加点対象としている。ただ能登半島地震の応

急復旧で活用された建機には、加点対象ではない種類もあることが判明。復旧途上の大雨も含め

た複合災害に対応した建機の活用実績を改めてアンケートし、回答結果を踏まえ加点対象を拡大

する。 

 

 これ以外に社会保険の未加入企業を減点する仕組みは廃止する。建設業許可の要件に社会保険

加入が追加されてから５年経過する１０月１日以降は許可業者に未加入が事実上なくなる。許可

と経審の重複審査を解消するため、経審では評価項目から削除する。 

 

 

 

 

 

2025/07/03 白書を読む／国交省が「国民意識調査」、建設業の担い手不足・半数超が「深刻」認

識 

【建設工業新聞 07 月 03 日 12 面記事掲載】 

国土交通省が先月公表した２０２５年版の「国土交通白書」では、建設業などの担い手不足に

起因するサービスの供給制約を取り上げた。時間外労働の上限規制適用や資材高騰などの物価高

も重なり、生活に必要な身近なサービスの維持・存続が危ぶまれる状況にあると指摘。国民への

意識調査を通じ、一般市民目線で現状認識や国土交通行政の役割を捉え直し、今後の施策展開を

展望した。 

 

 国交省の「国民意識調査」は２月に実施。１８歳以上で国内在住の３０００人を対象にインタ

ーネットで回答してもらった。 

 

 国交省所管の建設業や物流業の担い手不足の認識を聞くと、建設技能者を「深刻」と答えたの

は６７・６％、建設技術者が「深刻」と答えたのは５５・８％といずれも半数を超えた。 

 

 担い手確保が難しい背景として５０代以上の回答者は「未経験では習得し難い専門的なスキル

が必要」と技能面のハードルを多く挙げ、３０代以下は「労働時間が長い」や「休みが不規則・取

れない」と労働環境面の課題を挙げる傾向があった。建設業への入職が進まない課題の認識で世

代間ギャップがあることが浮き彫りになった。 
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 同じギャップは担い手確保策への意見にも見て取れる。「（専門的スキルの）人材育成」や「外

国人材の採用」との回答は約６割が５０代以上。「賃上げ」や「（休憩・空調設備の充実など）職場

環境の改善」との回答は５０代以上が５割に満たず、３０代以下が３割超を占めた。 

 

 国民に身近なサービスのうち、廃止やサービス水準低下があると困るもので最も多かったのは

「メンテナンス不足で水道の断水・漏水が発生する」。鉄道やバスの減便・廃止、宅配便や郵便物

の遅配も多く挙がったが、それらを回答割合で上回った。日常生活に欠かせないインフラが安定

的に利用できることが何よりも求められている証拠だ。 

 

 サービス維持のための値上げを受け入れられるかどうか聞いたところ「多少の値上げはやむを

得ない」が４０・１％で、反対に「（価格維持のためならば）多少のサービス低下はやむを得ない」

が１７・８％だった。 

 

 担い手確保のため行政に期待される役割（複数回答）は「賃上げの促進」が８４・１％で最多。

「人材育成の支援」（回答割合５４・０％）、「適切な価格転嫁への支援」（３９・１％）、「外国人材

の受け入れ促進」（２４・４％）、「適切な工期・納期確保への支援」（２１・９％）といった回答も

一定数あるが、やはり賃金面の改善に向けた対応が必要との認識が大きいようだ。 

 

 担い手不足に起因するサービスの供給制約に対し、賃上げなどによる担い手の確保が「緩和策」

だとすると、将来的な担い手の減少を前提とした「適応策」として国交省への期待が大きいのが、

建設工事などの省人化・省力化につながる技術開発・普及促進や、効率的な生活インフラの長寿

命化への支援だ。 

 

 具体的な省人化・省力化技術として特に自動化技術の活用が求められている。建設分野では「建

設工事の施工を自動化する建設機械・ロボットの活用」、「ロボットやＡＩを活用したインフラメ

ンテナンス」を活用すべきとの回答が多く寄せられた。技術開発を財政面で支援する制度の創設

や、新技術の実証実験を行う環境の整備を行政に求める声がある。 

 

 官民の役割分担を見直し「民」の活動領域を拡大すべきとの認識は、ある程度国民に広まって

いる。サービス供給方法の見直しで行政に期待することは「民間資金・ノウハウを活用した整備

の促進（ＰＰＰ／ＰＦＩ）」が最も多く、回答率は５割を超えた。サービス維持のため民間に「必

要な範囲に限り担ってもらうべき」や「効率的な業務実施が期待できるので積極的に担ってもら

うべき」など、行政の責任の下でその業務の一部を民間に担ってもらうことには約７割の回答者

が賛同意見を寄せた。 

 

 一方、一般市民など需要者側の協力として「地域住民の手による橋などのメンテナンス」の賛

否を聞いたところ「受け入れられない」との回答は４５・７％だった。ただ具体的な協力方法と

して「増税や料金引き上げ」といった金銭負担は「実施すべきでない」が４８・７％で否定的な

傾向があったが、地域住民による「美化・清掃への協力」や「維持管理・保全工事への協力」は
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「実施すべき」が５～６割で肯定する回答が多かった。経済的な負担よりも、維持管理の主体と

して住民自らが参加する意志が強いことが明らかになった格好だ。 

 

 

 

2025/07/03 国交省／建設Ｇメンの活動強化、補助員配置・法施行前の禁止行為も指導 

【建設工業新聞 07 月 03 日 1 面記事掲載】 

国土交通省は建設工事の取引実態の実地調査に当たる「建設Ｇメン」の活動を強化する。建設

Ｇメンが調査に入る取引事案をあらかじめ洗い出したり、調査結果をフォローアップしたりする

「補助員」を５月に配置するなど、より効果的で効率的な活動を展開していく。１２月までに全

面施行する改正建設業法で労務費のダンピングと減額変更依頼、工期ダンピングが規制されるこ

とを見据え、法施行後に問題となる可能性がある行為の改善指導に取り組む。 

 

 各地方整備局などに設置している「建設業法令順守推進本部」の２０２５年度活動方針を決定

した。建設Ｇメンの調査項目として▽適正な請負代金・労務費の確保▽適切な価格転嫁▽適正な工

期の設定▽適正な下請代金の支払い－などに重点を置く。補助員は四国と沖縄を除く各整備局な

どに計１０人を配置した。 

 

 書面調査の「下請取引等実態調査（元下調査）」は２４年度と同じ３万業者を対象とする。「駆

け込みホットライン」への通報も端緒情報に活用し、違反の疑義が高い事案を優先し調査に入る。

結果次第で建設業許可部局による強制力のある立ち入り検査などにつなげる。中小企業庁の「下

請Ｇメン」とも情報収集で連携。労働基準監督署と連携した工期の合同調査も続ける。 

 

 ２４年度は１１４３件で建設Ｇメンの調査に入り６４９業者を指導した。指導対象には元請３

９９業者、下請２３５業者に加え、発注者１５業者も含まれる。指導内容で最多は「見積もり」

関係で３４７件。見積もり条件の提示不備などを指摘した。注文者側からの定期的な協議の未実

施など、政府の労務費指針を踏まえた指導は２６０件。労務費見積額の減額変更依頼など、施行

前の段階で改正業法の禁止規定に抵触する事案にも指導した。 

 

2025/07/15 国交省／２４年度元下調査結果公表／１・４万業者に指導票送付 

【建設工業新聞 07 月 15 日 1 面記事掲載】 

国土交通省は２０２４年度「下請取引等実態調査（元下調査）」の結果を公表した。建設業法に

基づく指導対象となる調査項目すべてに適正回答した事業者の割合は３・１％。調査項目別の適

正回答率は、請負契約書の相互交付状況などを見る「契約締結方法」が５９・２％、「手形の現金

化などに関するコスト負担の協議」が５２・３％、契約書に定めるべき１５項目の状況を見る「契

約条項」が３０・２％、見積もり条件として提示すべき１４項目の状況を見る「見積もり提示内

容」が１３・１％で特に低い水準だった。 

 

 調査対象を２３年度の１・２万者から２４年度は３万者に大幅に増やした。有効回答として集

計対象となったのは２万０２１９者で、下請の立場で回答する事業者を中心に２３年度の２倍以
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上となった。２４年６月末まで１年間の取引状況を回答してもらった。 

 

 適正回答率は２３年度の７・５％から下落した。２３年度と比べて知事許可業者のウエートが

大きくなり小規模事業者の回答割合が増えたことが背景にある。調査項目のうち「下請代金の決

定方法」は９５・１％、「下請代金の支払い期間」は９７・９％、「支払い手段」は９５・７％と適

正回答率が高かった。元請として下請契約を締結した事業者のうち、不適正回答が１項目でもあ

った１万４２１４者には指導票を送付した。 

 

 時間外労働の上限規制適用後の状況として現場閉所の実態を聞いたところ、下請の立場で元請

から請け負った工事が「４週８休」と回答したのは４３・０％、「４週６休」との回答は２９・９％

だった。月当たりの平均残業時間は「１０時間未満」は６４・６％、「１０時間以上２０時間未満」

が１９・２％、「２０時間以上３０時間未満」が８・９％だった。 
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Coffee Break   

 

 

仕事の手を休め、リフレッシュしては・・・（第 125 号） 

     

◆国語の問題 

 問題１ 次の□に漢字を一文字入れて熟語を完成しなさい。 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆算数の問題 

   問題 1 □に＋−記号を入れて等式を完成しなさい。 

 

①    6□9□2□4＝17 

    ６＋９－2＋＝17 

②   5□3□7□2＝11 

    5－3＋7＋2＝11 
  問題 2 次の式を計算しなさい。 

  

 

① ５−12＋3＝－4 

② ７－１１＋１８－６＝8 

③ －6＋19－24＋8＝－３ 
 

 自    青    訓    飲  

相 殺 人  晩 春 菊  修 練 習  給 料 金 

 陣    分    炭    亭  
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第 124 号の解答 

 

◆国語の問題 

 問題１ 次の□に漢字を一文字入れて熟語を完成しなさい。 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆算数の問題 

   問題 1 次図の□の面積を解きなさい。四角形の角はすべて直角です。 

 

 

 

 

 8ｃｍ   □㎠      48 ㎠    Ａ 

 

        

20㎠     30㎠     Ｂ 

 

 

             Ｄ              Ｃ 

C＝48÷8＝6ｃｍ 

B＝30÷6＝5ｃｍ 

D＝20÷5＝4ｃｍ 

□＝８×Ｄ＝８×４＝３２ｃｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 演    宛    女    子  

支 出 荷  異 名 残  声 優 位  試 供 肉 

 火    主    越    物  


